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発行:福島原発さいたま訴訟を支援する会(略称:福彩支援)

第46号
2026.5

ウェブサイト  h t t p : / / f u k u s a i s h i e n . c o m /
電子メール   a p p l y @ f u k u s a i s h i e n . c o m
郵便振替口座番号  00130-7-550500 　郵便振替口座名:福彩支援

【連絡先】
北浦恵美　tel：04-2943-7578　fax：04-2943-7582

★訴訟についてメールでも随時お知らせしています。配信ご希望の方は apply@fukusaishien.com へご連絡を！

弁護団より　原告より弁護団より　原告より

ゲストスピーチゲストスピーチ　　後藤秀典さん　( ジャーナリスト /「ルポ 司法崩壊」著者)

日時 ： 2026年5月25日(月)日時 ： 2026年5月25日(月)
16時〜18時16時〜18時
場所 ： 衆議院第二議員会館第二会議室(地下1階)場所 ： 衆議院第二議員会館第二会議室(地下1階)

終了後 報告会 行います

2026/2026/5/255/25(月)13時30分開廷(月)13時30分開廷
場所:東京高裁101号法廷場所:東京高裁101号法廷
集合:13時 東京高裁正門前(★)集合:13時 東京高裁正門前(★)
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満員の傍聴席の
熱気が

福彩弁護団の
パワフルな闘いを
支えています。

ぜひ傍聴に

来てください！
福島原発さいたま訴訟福島原発さいたま訴訟

第8回 控訴審口頭弁論期日控訴審口頭弁論期日

控訴審で原告本人尋問が行われます！ぜひ、
満席の傍聴席で原告を応援しましょう。

2度と原発事故を起こさないために、被害者の
真の救済の実現に向けて、国の責任を不問に付
したとんでもない最高裁判決（2022年6月17日）
覆す高裁判決を目指します！

ぜひ、傍聴にお出かけください！

尋問終了後、報告会を行います

報告会では、最高裁判決を鋭く批判する
「ルポ 司法崩壊」を著し、これまでずっと丹念

に原発事故被害者の取材を重ねてこられた後藤
秀典さんが駆け付けてくださいます。

当日は、原告らの今なお続く被害を、長年に
わたって継続した大規模アンケートにより
明らかにしてこられた辻内琢也さん（早稲田
大学人間科学学術院 人間科学部教授）
にご報告をいただく予定です（予定）。
ぜひ、ご参加ください。
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控訴審第7回期日報告
再び裁判長が変わりました。弁護団では裁判長
に対して、弁論を開くよう求め、進行協議期日で
も論点を説明し、原告本人尋問や専門家証人等
の証拠調べ等に真摯な対応を求めています。

前回、久しぶりに行われた期日では、責任論等
の弁護団陳述がありました。ご紹介します。

事件番号　令和4年（ネ）第3396号
損害賠償請求控訴事件
控訴人　67名
被控訴人　国　外1名

令和8年1月30日
東京高等裁判所第24民事部御中

控訴人ら訴訟代理人弁護士　牧野　丘
弁護士　吉廣　慶子

外

1.	責任論準備書面14の内容

一審原告らはこれまで、仮に国が本件事故前、
長期評価の知見に基づく想定津波に対して防護措

一審原告ら意見陳述(責任論)

置を講じるよう、東電に対して技術基準適合命令
を発していた場合、東電が講じたと考えるのが合
理的な防護措置について、以下のように論じてき
ました。

（1）原子炉は、安全系統に属する設備のうち一部で
もその機能を喪失すると、当該安全系統の機能
が全体として機能喪失するという構造を有する
ため、事故前の原子炉安全規制は、重要な安全
系統に属するすべての機器（安全設備等）が、想
定される自然現象に対して防護されていることを
求めていた。

(2)本件原子炉の敷地4m盤上に設置されている各
種海水ポンプがその機能を喪失すると、原子炉
の炉心冷却や非常用電源といった重要な安全
系統が全体として機能を喪失し、原子炉の安
全性を確保できなくなる。そのため事故前の原
子炉安全規制上、4m盤上の各種海水ポンプ
は、想定される自然現象に対して防護が求めら
れる重要な安全設備等に指定されていた。

(3)したがって、本件事故前に国が東電に対して
技術基準適合命令を発していた場合、東電は
10m盤上の安全設備等と併せ、4m盤上の安
全設備等も、想定津波による機能喪失から防
護するような対策を講じたと考えるのが合理的
である。
責任論準備書面14は、このような主張に対する
一審被告らの反論が、原子炉の各種設備の機能
を正解しておらず、反論として的外れであるばかりか、
これまでの一審被告ら自身の主張とも自己矛盾す
るものであることを指摘したものです。

2.	防護の対象に関する一審被告らの主張が失当
であること

まず、一審被告東電は、事故前当時に講じられ
たであろう合理的な結果回避措置を考えるにあたっ
ては、当時の原子炉安全規制法令における基準
や考え方を考慮すべきではなく、当時の基本的考
え方とは別途、「当該機器が機能を喪失すると全
交流電源を喪失することになる機器」が防護の対
象となると主張しています。

国策として進められ、万が一にも事故を起こさな
いと言っていた原発が未曽有の大事故を起こして
から、15年が経ち、その被害への真の救済はいまだ
なされず、その責任は未だ明らかにされていません。
国の責任がないとした最高裁判決。仮定に仮定
を重ね、国の責任を認めない判断の根拠は不明確
かつ杜撰です。やってないけど、やったとしても防げ
なかった、という対策はいったいどんなものなのか、
稼働停止という選択がなぜされなかったのか、最高
裁判決は全く明らかにしていません。こんな不当で
愚かな判決を覆す東京高裁判決を求めます。
ぜひ、傍聴に足をお運びくださいますようお願いい
たします！
同じ過ちを繰り返さないために、国の責任を明ら
かにすることを求めます。

原発事故は国の責任です
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しかし、上記東電の主張は、①事件後の視点
から事件の因果を考える因果関係の問題と、事故
前を基準に、当時講じられたと考えるのが合理的
な回避措置の特定の論点とを混合させている点で
不当であり、また、②つまりは当時の規制と異なり、
具体的にどの設備が防護の対象となるという趣旨
の主張なのか、明らかにならない点においても失
当です。

規制権限不行使の違法性の判断における結果
回避可能性は、事故前に合理的な事故回避措置
が講じられていた場合にも本件結果が発生した蓋
然性があるか否かで検討されることになります。本
件でこれを検討するためには、まずは想定津波か
らの防護の対象を特定し、それを防護するために
事故前に講じられたであろう具体的な事故回避措
置の種類・形状を特定する必要があります。

東電は、「当該機器が機能を喪失すれば全交流
電源を喪失することになる機器が防護の対象となる」
と主張しますが、具体的に、原子炉のどの設備を
防護するという趣旨なのか、防護の対象設備も防
護措置の具体的形状も特定しておりません。東電
の主張は、事故回避措置の特定の議論と因果関
係の議論を混同させるものであることは明らかです。

東電は、「その機能を喪失すれば全交流電源を
喪失する機器」だけを防護すれば、当時の規制と
異なりすべての安全設備等が防護されていなくても
よかったように主張しますが、原子炉の安全系統は、
当該系統に属するすべての機器が機能を維持しな
ければ、全体として原子炉の安全を確保できませ
ん。例えば、ある系統に属する配電盤が機能を喪
失すれば、当該系統に属する各種設備に電気を
配電する機能を喪失する結果、全交流電源喪失
事故が惹起されますが、電源自体（外部電力や
非常用ディーゼル発電機）を失えば、配電盤の機
能が維持されていても全交流電源喪失事故が惹起
されます。このように原子炉においては、非常に多
数の機器が相互に連携しあって原子炉の安全を防
護する設計となっており、ある特定の機器のみを
防護するだけで全交流電源喪失事故が発生しない
というものではありません。つまり、例に挙げた配
電盤も非常用発電機も取水ポンプも、当該系統に

属する安全設備のすべてが「その機能を喪失すれ
ば全交流電源を喪失する機器」ということになり、
防護の対象となり得ます。

したがって、「その機能を喪失すれば全交流電
源を喪失する機器」を防護すればよいという東電
の主張は、電源系統の防護に限って言えば原告ら
の主張と異なる点はなく、反論として失当です。もっ
とも、事故前に防護の対象とされていたのは電源
系統だけではありません。事故前には、想定津波
に対して安全系統に属するすべての設備を防護す
るような対策でなければ、当該対策工事の実施が
認められなかった以上、防護の対象は「その機能
を喪失すれば全交流電源を喪失する機器」ではなく、
「安全系統に属するすべての設備（安全設備等）」
であることに変わりはありません。

3.	4m盤上の各種海水ポンプが機能喪失しても全
交流電源喪失には至らないから防護の必要は
ないという主張が失当であること

（1）次に一審被告らは、①本件原発には外部電
源が供給されていたことや、空冷式非常用ディー
ゼル発電機とそれによる電力融通が期待できた
こと、などを挙げて、4m盤の浸水により非常用
ディーゼル冷却系ポンプが機能喪失した結果、
全ての水冷式非常用ディーゼル発電機が機能
を喪失しても、それだけでは全交流電源喪失が
発生するとは限らない、したがって上記ポンプ
の防護の要否を論じる必要がないと主張します。
また、②本件原発各号機には、IC、RCIC、

HPCIが設置されており、これによって炉心冷
却が可能であったことから、4m盤に設置されて
いた残留熱除去系（または炉心冷却系）の海
水ポンプが機能喪失しても非常用炉心冷却機
能を喪失することはないから、残留熱除去系の
ポンプの防護の要否を論じる必要もないと主張
します。

しかしこれらの一審被告らの主張はいずれも
失当です。

まず①について、そもそも非常用ディーゼル
発電機は、内部電源に加えて外部電源も喪失
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した、という非常時に起動するものである以上、
外部電源が供給されるという点は、非常用ディー
ゼル発電機が機能喪失してもよい理由になりえ
ません。

また、空冷式発電機があるから水冷式の防
護は不要であるという点について、本件原子力
発電所の非常時の発電機能は、水冷式ディー
ゼル発電機を中心に構成されていました。電源
の多様性を確保するため、2,4,6号機に空冷式
非常用ディーゼル発電機も各1台（合計3台）
設置されてはいましたが、これは多様性確保の
ためにすぎず、あくまで基幹機能は水冷式ディー
ゼル発電機に期待されていました。そうである
以上、空冷式があれば水冷式は要らないとか、
水冷式の系統は非常時に機能しなくてもいいか
ら防護する必要はない、等といった考え方が当
時存在したはずもありません。

当時の安全規制は、想定される自然現象に
対して原子炉の安全系統の設備が「全て」防
護されていることを求めていました。空冷式が
設置されているからといって、外部電源を失っ
た非常時における基幹電源として期待されてい
た水冷式ディーゼル発電機が機能喪失しても構
わないとか、だからその機能を防護しなくてもよ
い。ということにはなりえません。

この点一審被告らは、本件事故当時、5号
機、6号機が電気融通に成功した結果、炉心
溶融という最悪な結末は回避できた、というこ
とをもって、水冷式非常用ディーゼル発電機が
なくても、空冷式非常用ディーゼル発電機があ
れば電気融通によって全交流電源喪失には至
らない可能性が高いように主張し、当時の規制
基準にかかわらず、水冷式ディーゼル発電機の
系統は防護する必要はないと主張しています。

しかし、本件事故当時、5号機は運転停止
中でした。仮に5号機が通常通り原子炉を運転
していたとしたら、電気融通に成功する前に6
号機は事故に至っていた可能性があると、国会
事故調は指摘しています。そもそも電気融通は
自動で起動するものではなく、現場の従業員の
手作業によるものです。今回の事故で5~6号機

が炉心溶融事故を回避できたのは、避難せず
に現場に残った従業員たちが、マニュアルに記
載がない非常時の様 な々トラブルに直面する中、
現場の判断でどうにか実現したものであり、結
果は運次第だったと評価されています。

以上の通り、空冷式非常用発電機3台さえ
防護すれば、必然的に電気融通に成功し、原
子炉の事故が発生する蓋然性がないかのように
いう一審被告らの主張は、本件当時の5号機6
号機の過酷な事故状況を無視した主張である
ばかりか、当時の安全規制にも沿わない主張で
あり、失当です。一審被告らの主張は、事故
前の規制が求めていた安全系統（水冷式非常
用発電機冷却系）を、事故前に防護していなく
ても合理的であったと主張せんがための誤った
主張にすぎません。

(2)次に②についてですが、一審被告国が残留熱
除去系の安全設備等を防護する必要はないとい
う理由として挙げるICやRCIC、HPCIはいず
れも、運転停止時に起動するはずの残留熱除
去系（格納容器冷却系）が、その機能を喪失
するという、本来あってはならない非常時に起
動する臨時の応急的な炉心冷却機能です。（そ
のため、実際にも本件事故の際、これらはいず
れも短時間の稼働でその機能を喪失しています。）
そうである以上、原子炉の炉心冷却機能を確
保するためには、まずは運転停止時に起動する
残留熱除去系の機能を防護すべきことは明らか
で、そのために事故前の規制は当然のことなが
ら、残留熱除去系の機能が設計基準事象に対
して防護されていることを求めていました。IC、
RCIC、HPCIが存在したから、残留熱除去系
の機能は喪失しても構わないなどという考え方
は、事故前に存在していなかった以上、在留
熱除去系の安全設備等が防護されていなくとも
事故前に講じられたであろう対策として合理的
だという一審被告国の主張が不合理であること
は明らかです。
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4.	 4m盤に防潮堤を設置したとしてもその高さは
8.5m程度にとどまるという主張が誤りであること

(1)一審被告らは、平成20年試算を前提にすると
4m盤における純粋な津波の高さはO.P.+8.5メー
トル程度を想定することになるから、4m盤に防
潮堤を設置したとしても本件事故は回避できな
かったと主張します。

(2)しかし、平成20年試算津波を想定津波とした
場合、4m盤に高さ8.5メートル程度の防潮堤を
設置したのみでは、想定津波の4m盤への津波
の浸入を防ぐことはできません。平成20年試算
津波が本件原子炉敷地に浸入するのを防ぐた
めに必要となる防潮堤の高さは、平成20年試
算からは直接導くことはできず、別途試算を行
う必要があります。

例えば、乙ロ20は、東電が訴追検察官から
「仮に事故前に平成20年試算津波による浸水
から10m盤と13m盤を防護するための防潮堤が
設置されていたとした場合、」本件津波に際し
て10盤と13m盤への浸水を防ぐことができたか
を検証するように求められ、検察官が挙げた前
提条件に従って数値計算した解析結果です。（こ
のように、乙ロ20は、検察官が前提条件とした
防潮堤が、事故前に講じられたと考えることが
合理的か否かを検証したものではありません。
したがって乙ロ20は、事故前に技術基準適合
命令が発されていた場合、乙ロ20にあるような
形状の（10m盤のみを防護する目的の）防潮
堤が設置されたと考えるのが合理的、という主
張の根拠にはなりえません。）

もっとも、乙ロ20も、平成20年試算に記載さ
れた津波高さの数値そのものの高さの防潮堤が
10m盤に設置されたと仮定して、当該防潮堤に
よる本件結果回避可能性を検討するといった愚
は犯していません。例えば、平成20年試算では
南側敷地の津波高さをO.P.+17.645mと算出さ
れているところ、乙ロ20では、この津波による浸
水を防止するため当該地点に設置するのが合
理的な防潮堤の高さについて、当該地点に鉛
直盤を立てた場合における鉛直盤前面での津

波高さを算出し（O.P.+19.363m）、この数値に
安全裕度を考慮して、同地点に必要な防潮堤
の高さをO.P.+22mと算出しています。乙ロ20は、
敷地の東側や北側に設置が必要な防潮堤の高
さについても、同様な計算根拠に基づき算出し
ています。

一審被告らは、平成20年試算津波に対して
4m盤を防護するため必要な防潮堤の高さは、
平成20年試算の数値そのものを用いるべきと主
張し、乙ロ20のような計算で4m盤への浸水を
防護するため必要な防潮堤を導き出すべきでは
ないと主張するようです。しかしこの一審被告ら
の主張は、乙ロ20の防潮堤が合理的であると
主張してきたこれまでの自らの主張とも整合せず、
不合理というほかありません。

5.	まとめ

このように、一審被告らの主張はいずれも、一
審原告らの主張に対する反論として的外れです。

一審被告らは、一審原告らの釈明に対して実質
的な回答をせず、裁判所からの釈明に対しても正
面から回答していません。こうした一審被告らの姿
勢は、釈明に対して実質的な回答をすると自らに
不利な結論が導かれることから、その論点自体を
無視しようとするものにほかなりません。裁判所に
おかれては、かかる一審被告らの不適切な訴訟態
度につき、適切な訴訟指揮を執っていただきたく
要望し、意見陳述を終えます。
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梓澤　和幸 　弁護士、NPJ 代表

安藤　聡彦 　埼玉大学教授

石川　逸子 　詩人、作家

池田こみち 　環境行政改革フォーラム副代表

礒野　弥生 　東京経済大学現代法学部教授

井戸川克隆 　前双葉町長

宇都宮健児 　元日本弁護士連合会会長

菊一　敦子 　環境・消費者運動

久野　勝治 　星陵大学教授・東京農工大学名誉教授

小島　　力 　福島県葛尾村原発賠償集団申立推進会代表、詩人

後藤　正志 　元原発設計技術者・工学博士・NPO法人APAST理事長

小林　　実 　十文字学園女子大学短期大学部表現文化学科准教授

篠永　宣孝 　大東文化大学教授

菅井　益郎 　国学院大学教授

須永　和博 　獨協大学外国語学部

高橋千劔破 　作家・文芸評論家、日本ペンクラブ副会長

田中　　司 　立教小学校元校長

暉峻　淑子　 埼玉大学名誉教授

三浦　　衛 　図書出版・春風社代表

水島　宏明 　ジャーナリスト、法政大学教授

山田　昭次 　立教大学名誉教授（日本近代史）

渡邉　　泉 　東京農工大学准教授

ご住所、お名前、連絡先（email or お電話番号）を明記の上、お申込みください。会員の方には会報、メールで情報をお伝えします。

※ゆうちょ銀行以外の金融機関から送金される場合は、ご住所、お名前、連絡先を、下記連絡先にご連絡いただいた上で、以下宛にお振込ください。
 ☞ 銀行名：ゆうちょ銀行／金融機関コード：9900 ／店名：〇一九店 ( ゼロイチキュウテン ) ／店番：019 ／預金種目：当座／口座番号：0550500

＊ 北浦恵美　メール／ apply@fukusaishien.com　電話／ 04-2943-7578　ファックス／ 04-2943-7582
福島原発さいたま訴訟を支援する会（略称」福彩支援）　▶ ウェブサイト：http://fukusaishien.com/

北浦 恵美

社会情勢は大国の信じがたいわがまま放題・や
りたい放題の暴行により、不穏に満ちています。
私たちの権利が脅かされていると感じることが多く
なりました。
少しでも声を挙げたいと、久しぶりにデモに参加
したりしています。原発事故が起こってすぐ、原発
反対デモに毎週のように通ったことを思い出しまし
た。あの頃はみんな、原発は止めなければ、と思っ
ていました。当然です。今、エネルギーの心配等
で再び原発回帰の声が強まっています。
原発事故を忘れたのですか、と問い、被害者の
方の苦しみは今も続いている、そのことを訴え続け
ることが本当に重要だと今ほど実感していることは
ありません。
忘れてはならないことがあります。
原発事故は他人ごとではありません。戦争も遠
い国の出来事ではありません。
力に抗い、力のないものが集まり、声を挙げるこ
とこそが、必ず世の中をかえることにつながります。
ここでひと踏ん張りしなければ、未来の子供たちに
顔向けできません。

◆6月14日(日)
 午後　シンポジウム(主催：日本環境会議 )
　　　　明治大学駿河台キャンパス(予定 )
 夕方　世論に訴える都内デモ
　　　　(主催：当実行委員会 )
◆6月15日(月)
 最高裁包囲行動　11:30 プレ集会
　　　　　12:00～13:00 ヒューマンチェーン
※参加希望者は最高裁正門周辺に集合してください。

【呼びかけ団体】
6.17最高裁共同行動実行委員会2026
（参加団体25団体。2026年1月現在）

最高裁包囲共同行動の詳細はこちらから

編集後記各地の裁判の予定と動き

https://sites.google.
com/site/fukukanaweb/
home?authuser=0


